
知らせしているとおり、平成２１年度をもって事業を終了することとし

ている。

実施市においては、事業者に対して、再度、事業終了を周知徹底する

とともに、認可化移行に向けた取組や事業終了に伴う児童の受け入れ先

の確保等の特段のご配慮をお願いしたい。

３．認定こども園の実施状況等について

平成１８年１０月１日に「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合

的な提供の推進に関する法律 （平成１８年法律第７７号）が施行され、」

認定こども園制度が開始されたところである。

、 、認定状況については 平成２０年４月１日現在で２２９件の認定があり

今後約２，０００件の申請が見込まれているところである。

各都道府県におかれては 「就学前の子どもに関する教育、保育等の総、

合的な提供の推進に関する法律等の施行に際しての留意事項について 平」（

成１８年９月１８日１８初幼教第６号・雇児保発第０９１５００１号。以

下「法施行課長通知」という ）においてお願いしているとおり、利用者。

（ ） 、 、や事業者 施設 等の視点に立ち 認定こども園に関する窓口の一元化等

関係機関相互の密接な連携協力を図るなど、認定こども園の設置促進に向

けて積極的な取組をお願いしたい。

特に 「社会福祉法人が設置・経営する認定こども園に係る会計処理の、

取り扱いについて （平成１９年４月６日雇児保発第0406002号 「認定」 ）、

こども園の税制上の取扱いに関する留意事項について」(平成１９年４月

２０日１９初幼教第５号・雇児保発第0420001号)を発出しているところで

あり、市区町村及び事業者等の制度に関する認識を深めるため、情報提供

や普及啓発について、格別の配慮をお願いしたい。

また、平成２０年１０月には、認定こども園の制度改革について検討を

行うため、内閣府特命担当大臣（少子化対策 、文部科学大臣、厚生労働）

大臣の３大臣合意により「認定こども園制度の在り方に関する検討会」を

立ち上げたところであり、平成２０年度中に結論を得る予定である。

なお、国においても、厚生労働省と文部科学省が連携して幼保連携推進

室を設置し、認定こども園に関する照会への一元的な対応やホームページ

。 、を通じた情報提供等を行っているところである ホームページについては

今後、全国の認定こども園に関する情報や関係法令、通知等を随時掲載し

ていきたいと考えているので、各都道府県におかれては、認定予定状況を

はじめ、関連する情報を幅広く提供されたい。
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